
- 48 - 

序論 財政に関する整理（修正案） 

 

【資料８－１】内の「３ 人口・財政に関する整理 （２）財政」 （４８

～５１ページ）について、本資料のとおり差し替えお願いします。 

 

（２）財政 

① 一般会計 

 歳入、歳出 

歳入の５割以上を占める市税は、リーマンショックの影響により平成 22

年度に大きく落ち込んだものの、近年はリーマンショック前の水準以上に

回復してきています。しかしながら、今後の生産年齢人口の減少もあり、市

税をはじめとする自主財源の大幅な伸びは期待できないと見込まれます。

また、新型コロナウイルス感染症の影響も予想されます。 

歳出については、少子高齢化の進展が予想されることから、生活保護や高

齢者福祉、障害者福祉などの扶助費が増加傾向にあり、今後も一層の増加が

見込まれます。 

 

【歳入の推移】 

 

自主財源…市税や使用料及び手数料、分担金及び負担金などの市が自主的

に収入することができる財源です。 

依存財源…国・県支出金や地方交付税、地方譲与税など国・県から交付さ

れるものや、市債などの財源です。  
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【歳出（性質別）の推移】 

 

 

 財政調整基金 

財政調整基金とは、大幅な税収の減少や災害の発生による思わぬ支出の

増加など、予期しない収入減少や不時の支出増加に備え、長期の計画的な財

政運営を行うために積み立てているお金で、ある程度の残高は確保してお

く必要があることから、今後も積み増しを行う必要があります。 

本市では平成 25年度以降、増加傾向にあります。 

 

【財政調整基金残高の推移】 
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 主要な財政指標 

 財政力指数 

 標準的な行政活動を行う財源をどのくらい自力で調達できるかを示

した指標で、財政力指数が大きいほど財政力が強いと見ることができ

ます。 

本市では県内市平均に比べ財政力指数が高く、平成 25 年度以降上昇

傾向にあります。 

 

【財政力指数の推移】 
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 経常収支比率 

 財政構造の弾力性を判断するための比率で、人件費、扶助費、公債費

等の経常経費に、市税、地方交付税、地方譲与税など経常一般財源や減

税補てん債（特例分）及び臨時財政対策債がどの程度充当されている

かを見る指標です。この比率が低いほど財政構造に弾力性があること

になります。 

本市では県内市平均と同様、比較的高い水準で推移しており、財政

が硬直化しつつあります。 

 

【経常収支比率の推移】 

 

※県内市平均の令和元年度数値は、令和２年９月末時点の速報値です。 
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② 特別会計 

 国民健康保険 

国民健康保険は被保険者数が減少傾向にあることから、歳入については、

保険税が減少傾向に推移しており、歳入全体額においても減少傾向にあり

ます。また、歳出についても、被保険者の年齢構成が高く、医療技術の高度

化等による医療費水準の上昇などから、1人当たり保険給付費は増加してい

るものの、保険給付費全体額としては減少傾向にあります。                                                                                  

                                                                               

【歳入の推移】 

 
 

【歳出の推移】 
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 下水道事業 

将来にわたって安定した下水道サービスの提供には、既存管路施設の老

朽化対策などを図ることが必要です。 

また、事業の財源となる下水道使用料収入の確保を図るとともに、効率的

な運営に努めなければなりません。 

なお、下水道事業は、令和２年４月 1日より、公営企業会計に移行してい

ます。 

 

【歳入の推移】 

 
 

【歳出の推移】 
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 介護保険 

団塊の世代が全て後期高齢者（75歳以上）となる令和７（2025）年には、

65 歳以上の高齢者に占める後期高齢者の割合が 58.4%となります。要介護

認定者に占める後期高齢者の割合が８割以上となっていることから、歳出

における保険給付費の増加とそれに伴う第１号被保険者（65 歳以上）保険

料の上昇が見込まれます。 

 

【歳入の推移】 

 
 

【歳出の推移】 
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 後期高齢者医療 

今後、団塊の世代の７５歳年齢到達により、被保険者数が急増するため、

埼玉県後期高齢者医療広域連合が負担する医療給付費の増加と後期高齢者

が負担する保険料の上昇が見込まれます。 

 

【歳入の推移】 

 
 

 

【歳出の推移】 
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③ 公営企業会計 

将来にわたって安定した水道サービスの提供には、老朽化した管路施設

や浄水場等の適切な時期の更新、耐震化などを図ることが必要です。 

事業の財源となる水道料金収入の確保を図るとともに、効率的な運営に

努めなければなりません。 

 

【収益的収入（税抜）の推移】 

 
 

 

【収益的支出（税抜）の推移】 
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【資本的収入（税込）の推移】 

 
 

 

 

【資本的支出（税込）の推移】 

 

 

  

6.70 
7.28 

6.72 

5.16 5.39 

0.08 0.03 0.04 0.04 0.29 

0.08 
0.07 

0.22 

0.42 0.07 

0.08 0.03 0.04 0.04 0.29 

6.78 
7.35 

6.94 

5.58 5.46 

0

1

2

3

4

5

6

7

平成22年度

(2010年度)

平成23年度

(2011年度)

平成24年度

(2012年度)

平成25年度

(2013年度)

平成26年度

(2014年度)

平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

平成30年度

(2018年度)

令和元年度

(2019年度)

（億円）

企業債 負担金

3.58 3.07 
5.02 4.53 

10.66 
13.22 

7.34 
10.10 

8.03 7.14 

3.01 3.13 

3.26 3.38 

3.52 

3.66 

3.97 

4.32 

4.71 
5.03 

0.01 
6.60 6.21 

8.28 7.92 

14.18 

16.88 

19.10 

14.41 

12.74 19.70 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

平成22年度

(2010年度)

平成23年度

(2011年度)

平成24年度

(2012年度)

平成25年度

(2013年度)

平成26年度

(2014年度)

平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

平成30年度

(2018年度)

令和元年度

(2019年度)

（億円）

建設改良費 企業債償還金 国庫補助金返還金



- 58 - 

 

④ 市債残高 

市債残高とは、市が資金調達のために行う借金の残高のことで、市債は、

道路や学校、保育園などの公共施設を整備するときなどに借り入れるもの

です。 

本市では平成 22年度以降、減少傾向にあります。 

 

【市債残高の推移】 
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52 50 46 43 39 42 46 48 49 49

423 413 400 385 371 369 362 361 362 351

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

平成22年度

(2010年度)

平成23年度

(2011年度)

平成24年度

(2012年度)

平成25年度

(2013年度)

平成26年度

(2014年度)

平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

平成30年度

(2018年度)

令和元年度

(2019年度)

（億円）

一般会計 下水道 水道



- 59 - 

 


